


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本社債は豪ドル建てであり、元利金の支払いは豪ドルによって行われますの

で、円貨換算された本社債の価値、受取金額等は、外国為替の変動により影響

を受けます。 

 



無登録格付に関する説明書 
（スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ用） 

 

 

 

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業

者の登録制が導入されております。 

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、

金融商品取引法により、無登録格付である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととさ

れております。 

 

○登録の意義について 

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務

管理体制の整備義務、③格付対象の証券を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成

及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立入検査、

業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督

を受けておりません。 

 

○格付会社グループの呼称等について 

格付会社グループの呼称：スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ（以下「S&P」と

称します。） 

グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号： 

スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第５号） 

 

○信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

ス タ ン ダ ー ド ＆ プ ア ー ズ ・ レ ー テ ィ ン グ ・ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.standardandpoors.co.jp）の「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」

（http://www.standardandpoors.co.jp/unregistered）に掲載されております。 

 

○信用格付の前提、意義及び限界について 

S&P の信用格付は、発行体または特定の債務の将来の信用力に関する現時点における意見であり、

利息や元本が予定通り支払われることを保証するものではありません。また、信用格付は、証券の購

入、売却または保有を推奨するものでなく、債務の市場流動性や流通市場での価格を示すものでもあ

りません。 

信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付け資産のパフォーマンスやカウンターパーティの信用力

変化など、さまざまな要因により変動する可能性があります。 

S&P は、品質および量により信頼しうると判断した情報を利用して格付分析を行っております。し

かしながら、S&P は、提供された情報について、監査・デュー・デリジュエンスまたは独自の検証を

行っておらず、また、格付および格付付与に利用した情報の正確性、完全性、適時性を保証するもの

ではありません。 

 この情報は、平成 23 年 8 月 1 日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その

正確性・完全性を当社が保証するものではありません。詳しくは上記スタンダード＆プアーズ・レー

ティング・ジャパン株式会社のホームページをご覧ください。 

 

以  上 



無登録格付に関する説明書 
（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク用） 

 

 

 

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業

者の登録制が導入されております。 

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、

金融商品取引法により、無登録格付である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととさ

れております。 

 

○登録の意義について 

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務

管理体制の整備義務、③格付対象の証券を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成

及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立入検査、

業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督

を受けておりません。 

 

○格付会社グループの呼称等について 

格付会社グループの呼称：ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下「ムーディーズ」

と称します。） 

グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号： 

ムーディーズ・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第２号） 

 

○信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 
ムーディーズ・ジャパン株式会社のホームページ（ムーディーズ日本語ホームページ

（http://www.moodys.co.jp）の「信用格付事業」をクリックした後に表示されるページ）にある「無

登録業者の格付の利用」欄の「無登録格付説明関連」に掲載されております。 

 

○信用格付の前提、意義及び限界について 

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信用リスク

についての、現時点の意見です。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の義務を

期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産的

損失と定義しています。信用格付は、流動性リスク、市場リスク、価格変動性及びその他のリスクに

ついて言及するものではありません。また、信用格付は、投資又は財務に関する助言を構成するもの

ではなく、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨するものではありません。ムーディーズは、い

かなる形式又は方法によっても、これらの格付若しくはその他の意見又は情報の正確性、適時性、完

全性、商品性及び特定の目的への適合性について、明示的、黙示的を問わず、いかなる保証も行って

いません。 

ムーディーズは、信用格付に関する信用評価を、発行体から取得した情報、公表情報を基礎として

行っております。ムーディーズは、これらの情報が十分な品質を有し、またその情報源がムーディー

ズにとって信頼できると考えられるものであることを確保するため、全ての必要な措置を講じていま

す。しかし、ムーディーズは監査を行う者ではなく、格付の過程で受領した情報の正確性及び有効性

について常に独自の検証を行うことはできません。 

この情報は、平成 23 年 8 月 1 日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その

正確性・完全性を当社が保証するものではありません。詳しくは上記ムーディーズ・ジャパン株式会

社のホームページをご覧ください。 

 

以  上 



無登録格付に関する説明書 

（フィッチ・レーティングス用） 

 

 

 

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業

者の登録制が導入されております。 

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、

金融商品取引法により、無登録格付である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととさ

れております。 

 

○登録の意義について 

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務

管理体制の整備義務、③格付対象の証券を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成

及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立入検査、

業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督

を受けておりません。 

 

○格付会社の呼称について 

格付会社の呼称：フィッチ・レーティングス（以下「フィッチ」と称します。） 

 

○信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

フィッチのホームページ（http://www.fitchratings.co.jp）の「規制関連」セクションにある「格

付方針等の概要」に掲載されております。 

 

○信用格付の前提、意義及び限界について 

 

フィッチの格付は、所定の格付基準・手法に基づく意見です。格付はそれ自体が事実を表すもので

はなく、正確又は不正確であると表現し得ません。信用格付は、信用リスク以外のリスクを直接の対

象とはせず、格付対象証券の市場価格の妥当性又は市場流動性について意見を述べるものではありま

せん。格付はリスクの相対的評価であるため、同一カテゴリーの格付が付与されたとしても、リスク

の微妙な差異は必ずしも十分に反映されない場合もあります。信用格付はデフォルトする蓋然性の相

対的序列に関する意見であり、特定のデフォルト確率を予測する指標ではありません。 

フィッチは、格付の付与・維持において、発行体等信頼に足ると判断する情報源から入手する事実

情報に依拠しており、所定の格付方法に則り、かかる情報に関する調査及び当該証券について又は当

該法域において利用できる場合は独立した情報源による検証を、合理的な範囲で行いますが、格付に

関して依拠する全情報又はその使用結果に対する正確性、完全性、適時性が保証されるものではあり

ません。ある情報が虚偽又は不当表示を含むことが判明した場合、当該情報に関連した格付は適切で

ない場合があります。また、格付は、現時点の事実の検証にもかかわらず、格付付与又は据置時に予

想されない将来の事象や状況に影響されることがあります。 

この情報は、平成 23 年 8 月 1 日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その

正確性・完全性を当社が保証するものではありません。詳しくは上記フィッチのホームページをご覧

ください。 

以  上 



 

 

【表紙】  

【発行登録追補書類番号】 22-外15-51 

【提出書類】 発行登録追補書類 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年10月14日 

【会社名】 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー 

(HSBC Bank plc) 

【代表者の役職氏名】 会社秘書役 ジョン・ヒューム・マッケンジー 

(John Hume McKenzie, Company Secretary) 

副秘書役 ロバート・ヒュー・マスグローヴ 

(Robert Hugh Musgrove, Deputy Secretary) 

【本店の所在の場所】 連合王国E14 5HQロンドン市カナダ・スクエア8 

(8 Canada Square, London E14 5HQ, U.K.) 

【代理人の氏名又は名称】 弁護士  神 田 英 一 

【代理人の住所又は所在地】 東京都港区赤坂二丁目17番7号赤坂溜池タワー6階

クリフォードチャンス法律事務所外国法共同事業

【電話番号】 03-5561-6600 

【事務連絡者氏名】 弁護士  芦 澤 千 尋 

弁護士  梶 原 俊 史 

弁護士  二 村   佑 

【連絡場所】 東京都港区赤坂二丁目17番7号赤坂溜池タワー6階

クリフォードチャンス法律事務所外国法共同事業

【電話番号】 03-5561-6600 

【発行登録の対象とした売出有価証券の種類】 社債 

【今回の売出金額】 2,646,000 豪ドル 

（円貨相当額 192,602,340 円） 

(株式会社三菱東京 UFJ 銀行が発表した 2011 年 10

月４日現在の東京外国為替市場における対顧客電

信直物売買相場の仲値１豪ドル＝72.79円の換算レ

ートで換算している。) 

【発行登録書の内容】 

提出日 平成22年６月29日 

効力発生日 平成22年７月７日 

有効期限 平成24年７月６日 

発行登録番号 22-外15 

発行予定額又は発行残高の上限 5,000億円 
 



 

 

【これまでの売出実績】 

（発行予定額を記載した場合） 

番  号 提出年月日 売出金額 
減額による 

訂正年月日 
減額金額 

22-外 15-1 平成 22 年７月９日 701,550,000 円 該当なし 

22-外 15-2 平成 22 年８月６日 1,260,000,000 円 該当なし 

22-外 15-3 平成 22 年８月 27 日 1,249,024,000 円 該当なし 

22-外 15-4 平成 22 年８月 31 日 585,480,000 円 該当なし 

22-外 15-5 平成 22 年９月 29 日 3,000,600,000 円 該当なし 

22-外 15-6 平成 22 年 10 月１日 639,000,000 円 該当なし 

22-外 15-7 平成 22 年 10 月５日 303,503,200 円 該当なし 

22-外 15-8 平成 22 年 11 月５日 300,000,000 円 該当なし 

22-外 15-9 平成 22 年 11 月５日 364,000,000 円 該当なし 

22-外 15-10 平成 22 年 11 月５日 555,984,000 円 該当なし 

22-外 15-11 平成 22 年 11 月 29 日 712,800,000 円 該当なし 

22-外 15-12 平成 22 年 12 月８日 194,280,000 円 該当なし 

22-外 15-13 平成 22 年 12 月 28 日 2,988,000,000 円 該当なし 

22-外 15-14 平成 22 年 12 月 28 日 952,380,000 円 該当なし 

22-外 15-15 平成 22 年 12 月 28 日 976,800,000 円 該当なし 

22-外 15-16 平成 22 年 12 月 28 日 195,360,000 円 該当なし 

22-外 15-17 平成 23 年１月 20 日 987,600,000 円 該当なし 

22-外 15-18 平成 23 年１月 27 日 197,160,000 円 該当なし 

22-外 15-19 平成 23 年２月２日 596,160,000 円 該当なし 

22-外 15-20 平成 23 年２月３日 1,017,100,000 円 該当なし 

22-外 15-21 平成 23 年２月 10 日 392,560,000 円 該当なし 

22-外 15-22 平成 23 年５月６日 383,866,560 円 該当なし 

22-外 15-23 平成 23 年５月 17 日 1,014,880,000 円 該当なし 

22-外 15-24 平成 23 年５月 20 日 200,240,000 円 該当なし 

22-外 15-25 平成 23 年５月 20 日 600,720,000 円 該当なし 

22-外 15-26 平成 23 年５月 31 日 4,043,200,000 円 該当なし 

22-外 15-27 平成 23 年５月 31 日 255,969,720 円 該当なし 

22-外 15-28 平成 23 年６月２日 286,165,605 円 該当なし 

22-外 15-29 平成 23 年６月２日 484,076,433 円 該当なし 
 



 

 

22-外 15-30 平成 23 年６月７日 1,037,088,000 円 該当なし 

22-外 15-31 平成 23 年６月 15 日 608,040,000 円 該当なし 

22-外 15-32 平成 23 年６月 16 日 483,555,646 円 該当なし 

22-外 15-33 平成 23 年６月 16 日 305,467,874 円 該当なし 

22-外 15-34 平成 23 年６月 30 日 701,680,000 円 該当なし 

22-外 15-35 平成 23 年６月 30 日 3,007,200,000 円 該当なし 

22-外 15-36 平成 23 年６月 30 日 299,552,000 円 該当なし 

22-外 15-37 平成 23 年７月７日 572,464,260 円 該当なし 

22-外 15-38 平成 23 年９月２日 207,702,072 円 該当なし 

22-外 15-39 平成 23 年９月６日 501,021,000 円 該当なし 

22-外 15-40 平成 23 年９月６日 243,780,000 円 該当なし 

22-外 15-41 平成 23 年９月 12 日 482,700,000 円 該当なし 

22-外 15-42 平成 23 年９月 14 日 287,280,000 円 該当なし 

22-外 15-43 平成 23 年９月 28 日 212,442,264 円 該当なし 

22-外 15-44 平成 23 年９月 28 日 891,000,000 円 該当なし 

22-外 15-45 平成 23 年９月 30 日 516,600,000 円 該当なし 

22-外 15-46 平成 23 年９月 30 日 2,024,414,000 円 該当なし 

22-外 15-47 平成 23 年９月 30 日 471,069,270 円 該当なし 

22-外 15-48 平成 23 年 10 月５日 619,622,100 円 該当なし 

22-外 15-49 平成 23 年 10 月５日 498,630,000 円 該当なし 

22-外 15-50 平成 23 年 10 月７日 472,800,000 円 該当なし 

実 績 合 計 額 39,882,568,004 円 減額総額 ０円 
 
【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額）460,117,431,996 円 

 

（発行残高の上限を記載した場合） 

番  号 提出年月日 売出金額 償還年月日 償還金額
減額による 

訂正年月日 
減額金額 

該当なし 

実 績 合 計 額 該当なし 償還金額 該当なし 減額総額 該当なし 
 

【残高】 該当なし 

【安定操作に関する事項】 該当なし 

【縦覧に供する場所】 該当なし 

 

(注１)  当行は、本書において、課税、法令および規制についていかなる助言もするものではない。 
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第一部【証券情報】 

 

第１【募集要項】 

 
該当事項なし。 

 

第２【売出要項】 

 
１【売出有価証券】 

【売出社債（売出短期社債を除く。）】 

銘 柄 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー 

2018年11月16日満期 豪ドル建ディスカウント社債（以下「本社

債」という。）（注１） 

売出券面額の総額又は売出

振替社債の総額 

3,600,000豪ドル（注２） 

売出価額の総額 2,646,000豪ドル 

売出しに係る社債の所有者

の住所及び氏名又は名称 

楽天証券株式会社（以下「売出人」という。） 

東京都品川区東品川４丁目12番３号品川シーサイド楽天タワー 

 

記名・無記名の別 無記名式 

各社債の金額 1,000豪ドル（以下「額面金額」という。） 

利 率 年0.50％（注３） 

償還期限 2018年11月16日（注４） 

(1) 本社債につき、個別の格付は取得していない。ただし、発

行会社の長期非劣後無担保上位債務は、ムーディーズ・イ

ンベスターズ・サービス・リミテッドから Aa2 の格付を、

またスタンダード・アンド・プアーズ・クレジット・マー

ケット・サービシズ・ヨーロッパ・リミテッドから AA の格

付を、フィッチ・レーティングス・リミテッドからは AA の

格付けを各々取得している。本社債は発行会社の長期非劣

後無担保上位債務である。（注５） 

摘  要 

(2) 本社債のその他の主要な事項については、下記「売出社債

のその他の主要な事項」を参照のこと。 

（注１） 本社債は、発行会社の社債およびワラント発行プログラム（以下「プログラム」という。）に基づき、

2011年11月16日（以下「発行日」という。）に、発行会社により発行され、かつ、2011年７月27日付約束

証書（以下「約束証書」という。）により構成され、その利益を享受する。本社債に適用ある条項は、

2011年７月27日付基本目論見書（その後に発行された補足目論見書を含み、以下「基本目論見書」とい

う。）および2011年11月中旬に署名予定の本社債に係る最終条件書（以下「最終条件書」という。）に記載

されている。本社債は、いかなる取引所にも上場されない予定である。 

（注２） 本社債は、ユーロ市場で発行され、日本で売り出される。本社債のユーロ市場における発行券面総額は

3,600,000豪ドルの予定である。本書において、「豪ドル」は、オーストラリア連邦の法定通貨である豪ド

ルをいう。 

（注３） 本社債の付利は2011年11月17日より開始する。 
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（注４） 本社債は、下記「売出社債のその他の主要な事項 ２.償還および買入 （2）税制上の理由による期限前

償還」に記載するとおり、期限前償還される可能性がある。 

（注５） ムーディーズ・インベスターズ・サービス・リミテッド、スタンダード・アンド・プアーズ・クレジッ

ト・マーケット・サービシズ・ヨーロッパ・リミテッドおよびフィッチ・レーティングズ・リミテッド

（以下「本件格付会社」という。）は、我が国の金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録を行ってい

ない。無登録格付業者は、金融庁の監督および信用格付業者が受ける情報開示義務等の規制を受けておら

ず、金融商品取引業等に関する内閣府令第313条第３項第３号に掲げる事項に係る情報の公表も義務付け

られていない。本件格付会社は、それぞれのグループ内に、金融商品取引法第66条の27に基づく信用格付

業者として、ムーディーズ・ジャパン株式会社、スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式

会社およびフィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社（以下３社を総称して「登録格付機関」とい

う。）が登録されており、各信用格付の前提、意義および限界についての記載がインターネット上の登録

格付機関ホームページ上においてそれぞれ公表されている。 

 

２【売出しの条件】 

売出価格 額面金額の73.50％ 

申込期間 2011年10月17日から2011年11月16日まで（注１） 

申込単位 1,000豪ドル 

申込証拠金 なし 

申込受付場所 売出人の日本における本店、各支店および各営業部店（注２）（注

３） 

売出しの委託を受けた者の

住所、氏名又は名称 

該当事項なし 

売出しの委託契約の内容 該当事項なし 

摘  要 受渡しは2011年11月17日に行う。（注１） 

（注１） 本社債の申込み、購入および払込みは、各申込人と売出人との間に適用される外国証券取引口座約款に従っ

てなされる。各申込人は売出人から直接または登録金融機関を通じてあらかじめ同約款の交付を受け、同約

款に基づき外国証券取引口座の設定を申し込む旨記載した申込書を売出人に提出しなければならない。同約

款の規定に従い本社債の券面の交付は行わない。 

（注２） 本社債は、1933年米国証券法（その後の改正を含み、以下「米国証券法」という。）、米国のいずれかの州の

証券法またはその他の法域の証券法に基づき登録されておらず、今後登録される予定もない。また、そのよ

うに登録される場合を除き、米国内において、または米国人に対し、米国人の計算で、もしくは米国人のた

めに、本社債の勧誘または売り付けを行ってはならない。ただし、ルール144Aに従ってレギュレーションS

に依拠する国外取引で非米国人に対する場合、または米国証券法の登録義務の免除もしくは当該登録義務に

服さない取引に従う場合で、かつ、その他の適用ある証券法を遵守する場合はこの限りではない。本項にお

いて使用される用語は、米国証券法に基づくレギュレーションSにより定義された意味を有する。 

（注３） 本社債は、米国税法のTEFRA Dに従う。米国の税務規則により認められた場合を除き、米国もしくはその属

領内において、または、米国人（United States Person）に対して、本社債の募集、売出しまたは交付を行

ってはならない。本項において使用される用語は、米国内国歳入法およびそれに基づくレギュレーションに

おいて定義された意味を有する。 

 

売出社債のその他の主要な事項 

１． 利息支払の方法 

(1) 各本社債の利息は、豪ドルによる額面金額に対して年 0.50％の利率で、利息起算日であ

る 2011 年 11 月 17 日（同日を含む。）からこれを付し、2012 年５月 16 日を初回とし、およびそ

れ以降 2018 年 11 月 16 日（以下「満期償還日」という。）または期限前償還日まで、毎年５月 16

日および 11 月 16 日（以下、それぞれ「利払日」という。）に、下記「３. 支払」の規定に従っ

て支払われる。利息起算日または前利払日（同日を含む。）から当該利払日（同日を除く。）まで
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の利息期間の利息として額面金額 1,000 豪ドルの各本社債につき支払われる利息の金額は、初回

の利払日である 2012 年５月 16 日につき 2.49 豪ドル、それ以降の利払日につき 2.50 豪ドルが後

払いされる。 

 

利払日が営業日（下記に定義される。）に当たらない場合には、翌営業日を利払日とする（た

だし、かかる日が翌暦月に属する場合は、当該利払日は直前の営業日とする。）。なお、かかる利

払日の調整がなされた場合であっても、支払われるべき金額の調整は、一切なされない。 

 

「営業日」とは、ロンドン、東京、ニューヨークおよびシドニーにおいて商業銀行および外国

為替市場が一般に支払決済を行っている日(土曜日および日曜日を除く。)をいう。 

 

 (2) 本社債は、その最終の償還の日以降は利息を付さない。ただし、適法な呈示がなされたにも

かかわらず、満期償還額（下記「２. 償還および買入、(1) 満期における償還」に定義される。）、

または期限前償還金額（下記「２. 償還および買入、(2) 税制上の理由による期限前償還」に定

義される。）の支払いが不当に留保または拒絶された場合は、各本社債に対し、（ⅰ）当該本社債

に関してその日までに支払期日が到来している全額が当該本社債の所持人（以下「本社債権者」

という。）によりもしくは本社債権者のために受領された日、または（ⅱ）計算代理人が本社債

権者に対して、計算代理人が本社債に関して通知した日から７日目の日までに支払期日が到来す

る全額を受領したことを通知した日から７日後の日（ただし、その後の支払いに不履行があった

場合を除く。不履行があった場合には、本社債に対し継続して利息が付される。）のいずれか早

い方の日まで（判断の前だけでなくその後も含めて）、本「１. 利息支払の方法」に従って、継

続して利息が付される。 

 

「計算代理人」とは、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーをいう。 

 

各本社債につき支払われる利息の金額は、各本社債の額面金額に、該当する期間に応じて上記

に記載の利率を乗じて得られた金額に、下記の算式に基づき当該期間（以下「計算期間」とい

う。）の日数を 360 で除して得られた商を乗じることにより計算される。ただし、0.01 豪ドル未

満を四捨五入して計算する。 

 

[360 × (Y2 － Y1)] ＋ [30 × (M2 － M1)] ＋ (D2 － D1) 
日数計算 ＝ 

360 

上記の算式において、 

「Y1」とは、計算期間の初日が属する年を数字で表したものをいう。 

「Y2」とは、計算期間に含まれる末日の翌日が属する年を数字で表したものをいう。 

「M1」とは、計算期間の初日が属する暦月を数字で表したものをいう。 

「M2」とは、計算期間に含まれる末日の翌日が属する暦月を数字で表したものをいう。 

「D1」とは、計算期間の初日にあたる暦日を数字で表したものをいう。ただし、かかる数字が

31 の場合、D1 は 30 になる。 

「D2」とは、計算期間に含まれる末日の翌日にあたる暦日を数字で表したものをいう。ただし、

かかる数字が 31 であり、D1 が 29 より大きい数字の場合、D2 は 30 になる。 

3-　　-



 

  
 

ただし、計算期間の日数は、計算期間の初日（当日を含む。）から計算期間の末日（当日を含

まない。）までを計算する。 

２. 償還および買入 

(1) 満期における償還 

各本社債は、償還期限前に償還または買入消却されない限り、満期償還日に、額面金額 1,000

豪ドルの各本社債につき、額面金額の 100％にて償還される。満期償還日が営業日にあたらない

場合には、翌営業日を満期償還日とする（ただし、かかる日が翌暦月に属する場合は、当該満期

償還日は直前の営業日とする。）。なお、かかる満期償還日の調整がなされた場合であっても支払

われるべき金額の調整は一切なされない。 

(2) 税制上の理由による期限前償還 

発行会社が、本社債について、以下の通知を行う直前に主支払代理人（下記「４. 支払代理人 

(a)」に定義される。）に対して、 

(ⅰ) 本社債の利息支払いの翌日に、発行会社が下記「８. 課税上の取扱い」の規定に従って

追加額の支払いを要求されること、または 

(ⅱ) 発行会社が当該本社債の償還を要求しようとする場合に（かかる目的において、発行会

社がその他の方法で当該本社債を償還する権利を有するか否かについて考慮する必要はな

い。）、（主支払代理人がその単独かつ絶対的裁量により合理的であると判断する努力を発

行会社が行ったか否かに関係なく）発行会社が下記「８. 課税上の取扱い」の規定に従っ

て追加額の支払いを要求されること、 

を了解させた場合、発行会社は、本社債につき、30 日以上 45 日以下の事前の通知を本社債権者

に行った後、当該本社債のすべて（一部は不可。）を、期限前償還金額（下記に定義される。）で

償還するものとする。ただし、かかる償還の通知は、本社債に関する支払期限が到来している場

合に発行会社が追加額の支払いを義務付けられた最も早い日より 90 日以上前にはなされないも

のとする。 

 

「期限前償還金額」とは、期限前償還される各本社債について、発行会社および/または計算

代理人が、誠実かつ商業的に合理的な方法で、かつ発行会社および/または発行会社の関連会社

の関連するヘッジ取引および/または資金協定の解消ための合理的な経費および費用を除いて、

期限前償還日の直前の日の各本社債の公正な市場価値から決定した豪ドルをいう。 

 

上記努力を行う発行会社の義務のみを条件として、主支払代理人が満足する独立した法律顧問

または会計士による証明書で、（ⅰ）当該状況が現在において存在する旨、または（ⅱ）当該証

明書の日付現在において提案され、かつ、当該法律顧問または会計士の意見によれば、本社債に

関する元利金の関連ある支払いがその他の方法でなされる日以前に有効となると合理的に予想さ

れる連合王国の法律（当該法律に従う規則を含む。）の変更もしくは改正またはその解釈もしく

は適用の変更が、その通りに有効となった場合に、それらの状況が存在するであろう旨を記載し

た証明書を、発行会社が主支払代理人に対して交付することにより、本「(2) 税制上の理由によ

る期限前償還」に従って証明を要求される状況が十分に証明されるものとする。 
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(3) 買入れ 

発行会社および発行会社と直接的または間接的に関係を有するいずれかの者の各々は、公開市

場その他において、随時いかなる価格でも本社債を買入れることができる。かかる本社債は、保

有、再発行、再販売、または発行会社の選択により消却されうる。 

(4) 消 却 

確定社債券（下記「11. その他、(1) 本社債の様式」に定義される。）の場合には、当該確定

社債券に添付された期限未到来のすべての利札が付されているか、または共に提出されたことを

条件として、本「２. 償還および買入」の「(1) 満期における償還」または「(2) 税制上の理由

による期限前償還」に従って償還された本社債はすべて直ちに消却されるものとし、本「２. 償

還および買入」の「(3) 買入れ」に従って買入れられた本社債はすべて、発行会社の選択により

直ちに消却されうる。上記の通り償還または買入消却された本社債はすべて再発行または再販売

することはできない。 

(5) 違 法 

(ⅰ) 計算代理人が、特に適用ある現在もしくは将来の法律、規程、規則、判決、命令もしく

は指令、または政府、行政、立法もしくは司法の当局もしくは権限の要件もしくは要求の

遵守を理由として、本社債に基づく義務の履行がその一部またはすべてにおいて不法また

は実行不可能となったと、その絶対的裁量により決定した場合、発行会社は、当該義務を

終了する権利を有する。かかる状況において、本社債は下記(ⅱ)の規定に従って発行会社

の選択により償還される。 

(ⅱ) 発行会社は、下記「10. 通知」に従って本社債権者に対して５日以上 30 日以内の事前

の通知を送付することにより（かかる通知は取消不能とする。）、その日に未償還の本社債

のすべてまたは一部のみを期限前償還金額にて、いつでも償還することができる。 

 

本(ⅱ)に従って本社債（仮大券（以下「仮大券」という。）または恒久大券（以下「恒久大

券」という。）である本社債を除く。）がいずれかの日にその一部のみが償還される場合、償還さ

れる本社債は、主支払代理人が指定するヨーロッパの都市において抽選により決定されるか、ま

たは主支払代理人が承認し、かつ、適切および公正とみなすその他の方法もしくは場所において

確認されるものとする。ただし、ユーロクリア・システム（以下「ユーロクリア」という。）お

よび/またはクリアストリーム・バンキング・ソシエテ・アノニム・ルクセンブルク（以下「ク

リアストリーム・ルクセンブルク」という。）（併せて、以下「振替機関」という。）の規程およ

び手続きに服し（かかる償還は、ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルクの帳簿

において、その裁量により、プール・ファクターまたは額面金額の減少のいずれかとして記載さ

れる。）、かつ、常に適用ある法律を遵守することを条件とする。 

３. 支 払 

(1) 本社債に関する元金および利息は、（以下の規定に服することを条件として）関連ある本社債

の呈示および引渡により支払われ、また、利息の支払いについては、（次段落を条件として）米

国外に所在する支払代理人の指定事務所において関連ある利札の引渡により支払われる。本社債

の支払いは、米国内の住所への郵送または米国内で所持人が維持する口座への振り込みによりな

されるものではない。 
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本社債の利息について支払われるべき金額の支払いは、米国またはその属領（米国歳入法およ

びそれに基づく規則に定義される。）内に所在する支払代理人の指定事務所でなされることはな

い。ただし、(a) 米国外に所在する支払代理人のすべての指定事務所における、支払期限の到来

した当該本社債の利息につき支払われるべき金額の全額の支払いが違法であるか、または為替管

理もしくはその他同様の制限により妨げられる場合、および (b) 当該支払いが、適用ある米国

法により許可される場合を除く。かかる場合には、発行会社は、ニューヨーク市に指定事務所を

有する追加の支払代理人を直ちに任命するものとする。 

 

確定社債券の償還日後は、当該確定社債券にかかる期限未到来の利札（添付されているか否か

を問わず）は無効となり、当該確定社債券に関する支払いは一切なされない。 

 

上記にかかわらず、満期日および利率が設定された確定社債券が発行され、当該確定社債券に

付されたまたは当該確定社債券と共に引き渡された期限未到来の利札を伴わずに当該確定社債券

が支払いのために呈示された際に差し引かれるべき金額が、支払われるべき金額を上回る場合、

償還日に当該期限未到来の利札（添付されているか否かを問わない。）は要求に応じて無効とな

り（かつ、それに関する支払いはなされない。）、差し引かれるべき金額は支払われるべき金額を

上回らないものとする。前文の適用により、確定社債券に関する期限未到来の利札の一部（全部

ではない。）が無効となる場合、関連ある支払代理人は、その単独かつ絶対的裁量により、いず

れの期限未到来の利札が無効となるかを決定し、また、かかる目的上、その単独かつ絶対的裁量

により、期限到来までの期間が短い利札よりも期間が長い利札を選択するものとする。 

 

（上記の適用以外の理由により）本社債のいずれかの償還日が、当該本社債に付された利札の

支払期日に当たらない場合、利札の直前の支払期日（または場合により発行日）（当日を含む。）

から当該本社債につき発生した利息は、当該本社債および当該本社債に付された期限未到来のす

べての利札の提出と引換えによってのみ支払いがなされる。 

 

大券の様式による本社債（以下「大券」という。）の場合、その元利金の支払いは、ユーロク

リアおよび/またはクリアストリーム・ルクセンブルクの勘定で保有される当該大券の関連ある

部分についてユーロクリアおよび/またはクリアストリーム・ルクセンブルクに対してなされる

（仮大券の場合には、それに規定された証明を条件とする。）。かかる状況において、ユーロクリ

アおよび/またはクリアストリーム・ルクセンブルクは、当該大券に関する元金または（場合に

より）利息を、当該大券の持分がその帳簿の貸方に記入されている者の貸方に記入する。 

(2) 以下の規定が本社債に適用される。本社債に関して支払われるべき金額（元金、利息またはそ

の他）の支払いは、小切手により、または受取人の選択により、（本社債に関する支払いについ

て）受取人が指定した米国外に所在する豪ドル建ての口座への送金により、豪ドルでなされる。 

 

支払いは、いかなる場合においても、下記「８. 課税上の取扱い」の規定を侵害することなく、

支払場所において適用ある財務その他の法令に従う。 

 

上記の一般性を害することなく、発行会社は、発行会社、発行会社の親会社もしくは持株会社

または当該親会社もしくは持株会社の子会社が、米国連邦所得税法または発行会社、かかるその
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親会社、その持株会社もしくはその子会社が遵守すべきその他の法律の要件を遵守するために必

要な証明または情報を支払代理人に提供するように、本社債または利札に関する元金または（場

合により）利息の支払いを受ける者に対して要求する権利を留保する。 

本社債に関して支払うべき金額は、0.01 豪ドル未満を四捨五入するものとする。 

４. 支払代理人 

(1) 当初の主支払代理人の名称および指定事務所は、以下のとおりである。 

主支払代理人兼発行代理人 

名 称： エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー (HSBC Bank plc) 

住 所： 連合王国 E14 5HQ ロンドン市カナダ・スクエア 8 

(8 Canada Square, London E14 5HQ, U.K.) 

発行会社は、いずれかの支払代理人または計算代理人の任命を変更または終了し、および/ま

たはいずれかの支払代理人または計算代理人が行為する指定事務所の変更を承認する権利を有す

る。ただし、 

(ⅰ) 本社債が未償還である限り、2000 年 11 月 26 日から同年 11 月 27 日に開催された経済

相・蔵相理事会会議の決定を実施する欧州理事会指令（European Council Directive）

2003/48/EC その他の指令を実施する法律に従って、税金を源泉徴収または控除する義務

を負わない欧州連合加盟国内に支払代理人を常に維持する。 

(ⅱ) 本社債が未償還である限り、主支払代理人を常に維持するものとする。 

(2) さらに、発行会社は、上記「３. 支払 (1)」の第２段落に記載された状況においては、ニュー

ヨーク市に指定事務所を有する支払代理人を直ちに任命するものとする。変更、終了または任命

は、下記「10. 通知」に従って、本社債権者に通知がなされた後にのみ（ただし、支払不能の場

合を除く。かかる場合には即時に）効力を生じるものとする。 

５. 本社債の地位 

本社債は、発行会社の直接、非劣後かつ無担保債務であり、その間に優先関係はなく、その発

行日において、（法律により優先されるべき一定の債務を除き）発行会社のその他のすべての未

履行の無担保かつ非劣後の債務と同順位である。 

６. 債務不履行事由 

本社債に関して、以下の事由（以下「債務不履行事由」という。）のいずれか１つ以上が発生

し、継続した場合、本社債権者は、発行会社が受領した日に発効する発行会社への書面による通

知により、所持人が保有する本社債の期限の利益が喪失した旨を宣言することができ、これによ

って当該本社債は、呈示、請求、異議申し立てまたはその他いかなる種類の通知もなく、下記表

に定める償還金額（ただし、債務不履行日が該当する期間による。）および償還日まで本社債に

対して発生しかつ未払いの利息（額面金額に対して計算する。）について、直ちに支払期限が到

来するものとする。 
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債務不履行日が該当する期間 債務不履行の場合における１額面金

額あたりの償還金額（下記金額は豪ド

ル表示による償還金額であり、発生済

未払いの利息を含まない。） 

2011 年 11 月 16 日から 

2012 年５月 16 日（同日を含まない。） 

735.00 豪ドル 

2012 年５月 16 日から 

2012 年 11 月 16 日（同日を含まない。） 

751.03 豪ドル 

2012 年 11 月 16 日から 

2013 年５月 16 日（同日を含まない。） 

767.46 豪ドル 

2013 年５月 16 日から 

2013 年 11 月 16 日（同日を含まない。） 

784.29 豪ドル 

2013 年 11 月 16 日から 

2014 年５月 16 日（同日を含まない。） 

801.56 豪ドル 

2014 年５月 16 日から 

2014 年 11 月 16 日（同日を含まない。） 

819.25 豪ドル 

2014 年 11 月 16 日から 

2015 年５月 16 日（同日を含まない。） 

837.40 豪ドル 

2015 年５月 16 日から 

2015 年 11 月 16 日（同日を含まない。） 

856.00 豪ドル 

2015 年 11 月 16 日から 

2016 年５月 16 日（同日を含まない。） 

875.06 豪ドル 

2016 年５月 16 日から 

2016 年 11 月 16 日（同日を含まない。） 

894.61 豪ドル 

2016 年 11 月 16 日から 

2017 年５月 16 日（同日を含まない。） 

914.66 豪ドル 

2017 年５月 16 日から 

2017 年 11 月 16 日（同日を含まない。） 

935.20 豪ドル 

2017 年 11 月 16 日から 

2018 年５月 16 日（同日を含まない。） 

956.27 豪ドル 

2018 年５月 16 日から 

2018 年 11 月 16 日（同日を含まない。） 

977.86 豪ドル 

2018 年 11 月 16 日 1,000.00 豪ドル 

 (a)  本社債もしくはそのいずれかにつき支払期限の到来した元金、または本社債もしくは

そのいずれかにつき支払期限の到来した利息に関する支払いが 14 日以上懈怠した場合。

ただし、(1)かかる支払いに適用ある財務またはその他の法令を遵守するため、またはか
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かる支払いに適用ある管轄権を有する法域の裁判所命令に従うため、または(2)かかる法

令または命令の有効性または適用可能性に疑義が存在する場合において、主支払代理人が

満足できる独立した法律顧問により、かかる有効性または適用可能性について上記 14 日

間になされた助言に従って、かかる支払いを差し控えるかまたは拒絶する場合には、かか

る債務不履行を構成しない。 

(b)  英国における発行会社の清算について命令がなされ、有効な決議が可決した場合（関連

ある本社債権者の特別決議（下記「７. 社債権者集会、修正および債務引受け」に定義さ

れる。）により、組織再編または合併の仕組みに関する条件が事前に書面により承認され

ている場合を除く。）。 

７. 社債権者集会、修正および債務引受け 

社債権者集会 

プログラムに関連する 1999 年２月 24 日付社債発行基本契約（2011 年７月 27 日に直近の修正

および再述がなされている。）（以下「社債発行基本契約」という。）には、本社債または社債発

行基本契約のいずれかの規定の修正に関する特別決議（発行および支払代理契約に定義されてい

る。）による承認を含む、当該本社債権者の利益に影響を及ぼす事項を検討するために本社債の

社債権者集会を招集することに関する規定が含まれている。かかる集会は、発行会社またはその

時点で未償還の本社債の額面金額の５%以上を保有する本社債権者により招集されうる。当該集

会において特別決議を可決する定足数は、その時点で未償還の本社債の額面金額の 50%以上を保

有または代理する１名以上の者とし、延会においては、保有または代理する本社債の額面金額に

かかわらず、１名以上の本社債権者本人または代理人とする。ただし、当該集会の議事に本社債

の一定の規定（本社債の満期償還日の変更、本社債に関して支払われるべき金額の減額もしくは

消却、または本社債の支払通貨の変更を含む。）の修正が含まれる集会においては、定足数は、

その時点で未償還の本社債の額面金額の 75%以上を保有または代理する１名以上の者とし、その

延会においては、その時点で未償還の本社債の額面金額の絶対過半数を保有または代理する１名

以上の者とする。本社債の社債権者集会で可決した特別決議は、当該本社債権者が集会に参加し

たか否かを問わず、本社債権者のすべてを拘束するものとする。 

修正 

発行代理人および発行会社は、本社債権者の同意なく、以下に同意することができる。 

(a)  本社債権者全体の利益に重大な損害を及ぼさない社債発行基本契約または本社債の要項

（以下「本社債の要項」という。）の修正、 

(b)  本社債または社債発行基本契約の形式的、微細または技術的な修正、または明白な誤り

を修正するためもしくは発行会社が設立された法域における強制的法律の規定を遵守する

ためになされる修正、 

(c)  本社債の最終の発行要項（関連ある最終条件書によって修正または補足される本社債の

要項を構成する。）と本社債の関連あるターム・シートとの間の矛盾を修正するためにな

される本社債の修正。 

かかる修正は、本社債権者を拘束するものとし、当該修正後、下記「10. 通知」に従って実行

可能な限り速やかに本社債権者に通知するものとする。 
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債務引受け 

また、発行代理人および発行会社は、本社債権者の同意なく、本社債およびそれに付された利

札に基づく主債務者としての発行会社に代わり、発行会社の子会社もしくは持株会社または当該

持株会社の子会社（以下「新発行会社」という。）による債務引受けに同意することができる。

ただし、当該本社債およびそれに付された利札は、発行会社により取消不能の形で保証される。

かかる債務引受けがなされる場合、本書における発行会社は、新発行会社と解釈される。かかる

債務引受けは、下記「10. 通知」に従って、関連ある本社債権者に速やかに通知される。債務引

受けに係るかかる権利について、発行会社は、何らかの目的で特定の領域に居所を有するかもし

くは特定の領域の居住者であるか、またはその他特定の領域と関係を持っているかもしくは特定

の領域の管轄に服していることに起因する本社債権者個人の当該権利の行使による結果を考慮す

る義務はないものとし、本社債権者は、当該本社債権者に対するかかる債務引受けの租税上の公

課について、補償または支払いを発行会社に請求する権利を有さない。 

以下は、社債発行基本契約別紙２の社債権者集会に関する規定である。 

1)  以下の用語は、文脈上その他の解釈を要する場合を除き、以下の意味を有する。 

(ⅰ) ｢議決権証書｣とは、発行会社が発行する英文による証書で、日付が付され、以下の

事項が記載されているものを意味する。 

(a) 当該日現在、一定の券面番号を有する本社債（当該議決権証書で指定された集

会およびその延会に関して議決権一括行使指図書が発行されており、また、これ

が撤回されていない本社債を除く。）が発行会社に預託されており、または（発

行会社の満足するように）発行会社の指図に従ってもしくは発行会社の管理下で

保有されており、次のいずれかの事由が生じるときまで、当該本社債のかかる預

託または保有が停止されないこと。 

(1) 当該証書で指定された集会または（適用ある場合には）その延会の終了、

および 

(2) 当該証書を発行した発行会社に対する当該証書の引渡し。 

(b) 当該証書の持参人が、当該証書により表章される本社債に関する集会およびそ

の延会に出席し、議決権を行使することができること。 

(ⅱ) ｢議決権一括行使指図書｣とは、発行会社が発行する英文による文書で、日付が付さ

れ、以下の要件を満たしているものを意味する。 

(a) 本社債（当該議決権一括行使指図書で指定された集会およびその延会に関して

議決権証書が発行されており、また、これが撤回されていない本社債を除く。）

が発行会社に預託されており、または（発行会社の満足するように）発行会社の

指図に従ってもしくは発行会社の管理下で保有されており、次のいずれかの事由

が生じるときまで、当該本社債のかかる預託または保有が停止されないことが証

明されていること。 

(1) 当該文書で指定された集会または（適用ある場合には）その延会の終了、

および 

(2) 返還される予定のかかる預託された各本社債につき発行会社から発行され

る受領書、または（必要な場合には）発行会社の指図に従ったもしくは発
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行会社の管理下での保有を発行会社の同意を得て停止される一または複数

の本社債が、当該集会またはその延会の招集時刻の 48 時間前までに発行会

社に対して引渡されること。 

(b) 当該本社債の各所持人が、発行会社に対して、当該集会またはその延会に上程

される決議に関し、上記の通り預託または保有された一または複数の本社債に帰

属する議決権を特定の方法により行使すべき旨を指図していること、およびすべ

ての当該指図が当該集会またはその延会の招集時間の 48 時間前からその終了ま

たはその延期までの間、取消も変更もできないことが証明されていること。 

(c) 上記の通り預託または保有された本社債の総数および券面番号が、当該本社債

に帰属する議決権につき、上記に従って賛成投票の指図がなされた決議事項と反

対投票の指図がなされた決議事項とに明確に区分して列記されていること。 

(d) かかる文書に記名された 1名以上の者（各々を以下｢議決権行使代理人｣とい

う。）が、当該文書に記載されたとおり上記(c)に定める指図に従い列記された本

社債に帰属する議決権を行使することを、発行会社により授権かつ指図されてい

ること。 

議決権証書の所持人または議決権一括行使指図書に記名された議決権行使代理人は、

本社債の関連ある社債権者集会またはその延会に関連する一切の目的において、当該

議決権証書または議決権一括行使指図書に関連する本社債権者とみなされるものとし、

また、当該本社債が預託されている発行会社または発行会社の指図に従いもしくは発

行会社の管理下で当該本社債を保有している者は、上記の目的において当該本社債権

者とはみなされないものとする。 

(ⅲ) 本項において｢本社債｣とは、関連ある集会が招集される本社債を意味するものとす

る。 

2)  発行会社は、本社債の社債権者集会を随時招集することができ、また、その時点で未償

還の本社債の額面金額の５%以上を有する本社債権者の書面による要求があった場合には、

本社債の社債権者集会を招集しなければならない。なお、発行会社が当該集会の招集を７

日間怠った場合には、本社債の社債権者集会はその請求者により招集されうる。発行会社

が当該集会を招集しようとする場合、その日時、場所および処理すべき議事の内容を書面

により直ちに発行代理人に通知しなければならない。各当該集会は発行代理人が承認する

時刻および場所にて開催されるものとする。 

3)  集会の場所および日時を記載した少なくとも 21 日（通知のなされた日および集会開催

日を含まない。）前の通知が、本社債権者に対して下記「10. 通知」に規定された方法に

より、本社債の社債権者集会に先立ってなされなければならない。当該通知には、通常、

招集される集会で処理すべき議事の内容が記載されるが、（特別決議を除き）提案された

決議について当該通知に明記する必要はない。当該通知には、集会の所定開始時刻の 24

時間前までに、議決権証書の取得または議決権行使代理人の任命を目的として、本社債を

発行会社に預託することができる旨、または法人の場合には、取締役または他の運営組織

の決議により、代表者を任命することができる旨が記載される。発行会社が集会を招集す

る場合を除き、招集通知の写しが、発行会社に郵送されるものとする。 

4)  発行会社が書面により指名した者（本社債権者であってもよいが、必ずしもその必要は
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ない。）は、各当該集会において議長に就任する権限を有する。ただし、かかる指名が行

われない場合、または指名された者が集会の開催指定時刻から 15 分以内に当該集会に出

席しない場合、出席している本社債権者は、その中から１名を議長に選出するものとする。 

5)  かかる集会において、本社債もしくは議決権証書を保有しているか、または議決権行使

代理人であり、かつ、その時点で未償還の本社債の額面金額の 20%以上を保有または代表

する１名以上の者の出席をもって、議事の処理のため（特別決議の可決を目的とする場合

を除く。）の定足数を構成するものとし、議事の開始時において必要な定足数が出席して

いない限り、いかなる議事（議長の選出を除く。）も処理されないものとする。特別決議

を可決するための当該集会の定足数は、（以下の規定に従うことを条件として）本社債も

しくは議決権証書を保有しているか、または議決権行使代理人であり、かつ、その時点で

未償還の本社債の額面金額の 50%以上を保有または代表する１名以上の者の出席をもって

構成されるものとする。 

ただし、以下の事項のいずれかを含む議事の定足数は、本社債もしくは議決権証書を保

有しているか、または議決権行使代理人であり、かつ、その時点で未償還の本社債の額面

金額の 75%以上を保有または代表する１名以上の者の出席をもって構成されるものとする。

（各事項とも、特別決議の承認後にのみ実行することができる。）すなわち、 

(ⅰ) 本社債の満期償還日の変更、または満期に支払われる額面金額の減額もしくは消却、 

(ⅱ) 本社債において支払いがなされる通貨の変更、 

(ⅲ) 特別決議を可決するために必要な多数の変更、 

(ⅳ) 下記 18)(F)に記載されているスキームまたは提案の承認、または 

(ⅴ) 本但書きまたは下記 6)の但書きの修正 

なお、本社債の社債権者集会において可決した特別決議は、本社債権者本人による集会

への出席・欠席を問わず、すべての本社債権者を拘束する。 

6)  集会の指定時刻から 15 分以内に定足数が出席していない場合、当該集会は、本社債権

者の要求により招集された場合には、散会となる。その他の場合には、翌週の同曜日（ま

たは該当日が祝日の場合は翌営業日）に延期され、同時刻に同じ場所で開催されるものと

する（ただし、特別決議が提案される集会の場合を除く。特別決議が提案される集会の場

合は、議長が指定し、発行代理人が承認する場所において、また、議長が指定し、発行代

理人が承認する 14 日以上 42 日以内の期間につき延期される。）。かかる延会では、本社債

もしくは議決権証書を保有しているか、または議決権行使代理人（保有または代表する本

社債の元金額を問わない。）である１名以上の者の出席をもって（以下の規定に従うこと

を条件として）定足数を構成するものとし、当該出席者は、（以下の規定に従うことを条

件として）特別決議またはその他の決議を可決し、また、当初の集会において必要な定足

数の出席があれば適切に処理することが可能であった一切の事項を決定する権限を有する。

ただし、延会の議事が上記 5)但書きに定める事項のいずれかを含む場合には、その定足数

は、本社債もしくは議決権証書を保有しているか、または議決権行使代理人であり、かつ、

その時点で未償還の本社債の額面金額の過半数以上を保有または代表する１名以上の者の

出席をもって構成されるものとする。 

7)  特別決議が提出される延会に関する招集通知は、当初の集会と同一の方法でなされるも
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のとし（ただし、上記 3)に記載の「21 日」を「10 日」と読み替えることとする。）、かか

る通知には、（関連ある定足数を当該通知に記載している場合に上記 6)の但書きが適用さ

れる場合を除き）本社債もしくは議決権証書を保有しているか、または延会における議決

権行使代理人（保有または代表する本社債の元金額を問わない。）である１名以上の者の

出席をもって定足数を構成する旨が記載される。上記に従うことを条件として、延会の通

知を行う必要がないものとする。 

8)  集会に提出された各議案は、先ず挙手により決定されるものとし、可否同数の場合には、

議長が挙手および投票の双方において、本社債権者、議決権証書の所持人または議決権行

使代理人として有する議決権（もしあれば）に加えて、決定票を有する。 

9)  集会において、（挙手の結果を宣言する以前に）議長、発行会社、または本社債もしく

は議決権証書を保有しているか、もしくは議決権行使代理人である１名以上の出席者（保

有する本社債の元金額を問わない。）により投票の要求がない限り、ある決議が可決され

もしくは一定の多数により可決され、または否決されもしくは一定の多数により可決され

なかったとの議長による宣言は、当該決議の賛成票または反対票の数または比率を記録し

た証拠を要することなく、当該事実の確定的な証拠となるものとする。 

10)  下記 12)を条件として、当該集会において投票が上記のとおり要求された場合、当該投

票は、議長が指示する方法により以下の規定に従って直ちにまたは延期後に行われるもの

とし、かかる投票の結果は、投票が要求された集会における、投票がなされた日付の決議

とみなされるものとする。投票の要求は、当該集会において、投票が要求された議案以外

の議事の処理の続行を妨げるものではない。 

11)  議長は、集会の同意があれば、随時いかなる場所でも当該集会を延期することができる

（また、当該集会により指示された場合には、随時いかなる場所でも当該集会を延期する

ものとする）。ただし、延会においては、当初の集会で（必要定足数の不足がなければ）

適法に処理されたであろう議事を除き、いかなる議事も処理されないものとする。 

12)  議長の選任または延期に係る議案に関して当該集会で要求された投票は、延期されるこ

となく、当該集会で行われるものとする。 

13)  発行会社の取締役または役員およびその弁護士は、社債権者集会に出席して発言するこ

とができる。上記を除き（ただし、プログラムに関連する発行および支払代理契約の第

1.2 条に記載されている「残存」の定義の条件を侵害することなく）、保有している本社債

もしくは議決権証書を呈示するかまたは議決権行使代理人でない限り、いずれの者も本社

債の社債権者集会に出席し発言することはできず、またいずれの者も当該集会で議決権を

行使することまたは当該集会の招集を要求するに当たり第三者と共同することができない。

発行会社またはその各子会社のいずれも当該会社の利益のために保有している本社債に関

するいかなる集会においても議決権を有さず、その他いかなる者も当該会社の利益のため

に保有している本社債に関する集会において議決権を有さない。本別紙に含まれるいかな

る規定も、議決権一括行使指図書に記名された議決権行使代理人が、発行会社の取締役、

役員もしくは代表者または発行会社と関係を有するその他であることを妨げない。 

14)  上記 13)の規定に従うことを条件として、いかなる集会にも以下の規定が適用される。 

(A) 挙手に際しては、本人であり、かつ、本社債もしくは議決権証書を呈示した者、ま

たは議決権行使代理人である者は、各々1個の議決権を有するものとする。 
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(B) 投票に際しては、各出席者が以下の場合において１個の議決権を有するものとする。 

(ⅰ) 本社債のすべてが単一通貨建ての本社債の社債権者集会の場合は、当該通貨の

最小単位毎、および 

(ⅱ) 複数通貨建ての本社債の社債権者集会の場合は、1.00 米ドル毎、または米ドル

以外の通貨建ての本社債の場合は、当該集会（もしくは延期された当該集会の当

初の集会）の通知の公布日の午前 11 時頃（ロンドン時間）における発行代理人

の当該通貨の対米ドル直物買相場による 1.00 米ドル相当額毎、 

または上記の通り呈示された本社債の額面金額、上記の通り呈示された議決権証書によ

り表章された本社債の額面金額、または各出席者が議決権行使代理人である本社債の額面

金額において発行会社がその絶対的裁量により取り決めるその他の金額。 

議決権一括行使指図書に記名された議決権行使代理人の義務を害することなく、２個以

上の議決権を有する者はすべての議決権を行使することを要せず、また、すべての議決権

を同一の方法で投票することも要しない。 

15)  議決権一括行使指図書に記名された議決権行使代理人は、本社債権者であることを要し

ない。 

16)  各議決権一括行使指図書は、議決権一括行使指図書に記名された議決権行使代理人が議

決権の行使を予定している集会または延会の開催指定時刻の 24 時間前までに、発行会社

が承認する場所に預託されるものとし、かかる預託がなされない場合、当該集会または延

会の議事が行われる前に集会の議長が別段の決定を行わない限り、議決権一括行使指図書

は有効なものとして扱われないものとする。各議決権一括行使指図書の認証された写しは、

集会または延会が開始される前に発行代理人に預託されなければならない。ただし、発行

代理人はこれにより、議決権一括行使指図書に記名された議決権行使代理人の効力または

権限に関して、調査または配慮する義務を負うものではない。 

17)  議決権一括行使指図書の条件に従い行使された議決権は、議決権一括行使指図書または

そのもととなった本社債権者の指図に係る事前の取消または変更にかかわらず、効力を有

する。ただし、かかる取消または変更に係る書面の通知が、登録事務所（またはかかる目

的上発行会社により承認されたその他の場所）において議決権一括行使指図書が使用され

る集会または延会の開催指定時刻の 24 時間前までに発行会社により受領されていないこ

とを条件とする。 

18)  本社債の社債権者集会は、以上の規定により付与される権限に加えて、特別決議（上記

5)および 6)に記載されている定足数に関連する規定に従う。）により行使可能な以下の権

限のみを有する。 

(A) 発行会社および本社債権者または本社債権者のいずれかとの間で提案される和解ま

たは調整を承認する権限。 

(B) 発行会社または発行会社の財産のいずれかに対する本社債権者の権利に関して、か

かる権利が本社債発行基本契約、本社債またはその他に基づき生じるかを問わず、廃

止、変更、和解または調整を承認する権限。 

(C) 本社債発行基本契約、本社債の要項または本社債に記載されている規定に関して、

発行会社が提案する変更に同意する権限。 
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(D) 本社債発行基本契約または本社債の規定に基づき特別決議により付与されることが

要求される権能または承認を付与する権限。 

(E) 本社債権者の利益を代表する義務遂行受任者として、いずれかの者（本社債権者か

否かを問わない。）を任命し、本社債権者が特別決議により自ら行使することができ

る権限または裁量権を当該義務遂行受任者に付与する権限。 

(F) 発行会社または設立済もしくは設立予定のその他の会社の株式、ノート、ボンド、

ディベンチャー、ディベンチャー・ストックおよび/もしくはその他の債務および/も

しくは有価証券（以下「有価証券等」と総称する。）と本社債との交換、有価証券等

を対価とした本社債の売却、本社債の有価証券等への転換、もしくは有価証券等を対

価とした本社債の消却、または現金と本社債との交換、現金を対価とした本社債の売

却、本社債の現金への転換、もしくは現金を対価とした本社債の消却、または有価証

券等の一部および現金の一部と本社債との交換、有価証券等の一部および現金の一部

を対価とした本社債の売却、本社債の有価証券等の一部および現金の一部への転換、

もしくは有価証券等の一部および現金の一部を対価とした本社債の消却に関するスキ

ームまたは提案を承認する権限。 

(G) 本社債の主たる債務者である発行会社（または前代替者）を代替する法人を承認す

る権限。 

19)  本項の規定に従い適法に招集および開催された本社債の社債権者集会で可決されたあら

ゆる決議は、当該集会への出席の有無を問わず、また議決権行使の有無を問わず、すべて

の本社債権者を拘束し、各本社債権者は、これに従って当該決議を発効させる義務を負い、

また、当該決議の可決は、当該決議がなされた状況がその可決の正当性を根拠付ける確定

的な証拠となるものとする。本社債権者が適法に検討した決議に対する投票の結果の通知

は、当該結果が明らかとなった日から 14 日以内に発行会社によって下記「10. 通知」に

従い公表される。ただし、当該通知の非公表は当該決議を無効にするものではない。 

20)  本社債発行基本契約または本社債の要項で使用されている｢特別決議｣という用語は、本

項の規定に従い適法に招集および開催された本社債の社債権者集会において、挙手により

議決権を行使した者の 75%以上の多数により可決された決議を、または投票が適法に要求

された場合は、当該投票により行使された議決権の 75%以上の多数により可決された決議

を意味する。 

21)  上記の各集会におけるすべての決議および議事手続に関して議事録が作成されるものと

し、発行会社が当該目的のために随時提供する記録簿に適法に記入される。かかる議事録

は、当該決議が可決され、または議事手続が実施された集会の議長が署名することにより、

それに記入された事項に関する確定的な証拠となるものとし、反対の事実が証明されない

限り、議事手続に関して議事録が作成された各集会は、適法に招集および開催されたもの

とみなされ、可決された一切の決議または実施された議事手続は適法に可決または実施さ

れたものとみなされる。 

22)  発行会社は、本項に記載されたその他すべての規定に従い、本社債権者の同意なしに、

本社債の社債権者集会の要求および/または開催、ならびに本社債の社債権者集会への出

席および議決権行使に関する追加規則について、発行会社がその単独の裁量により適当で

あると考えるとおりに規定することができる。 

15-　　-



 

  
 

８. 課税上の取扱い 

連合王国の租税 

本書に別途記載される場合を除き、本社債に関する元利金の発行会社による支払いはすべて、

連合王国によりまたはそのために賦課される現在または将来の一切の種類の税金、賦課金その他

の公租公課を源泉徴収または控除することなく行われる。ただし、法律により、かかる税金、賦

課金その他の公租公課の源泉徴収または控除が要求される場合はこの限りではない。 

発行会社が法律により上記の源泉徴収または控除を要求される場合、かかる源泉徴収または控

除の後に本社債権者または（場合により）利札の所持人が受領する純額が、かかる源泉徴収また

は控除がなければ本社債および/または（場合により）利札に関して受領するはずであった元金

および利息の額と等しくなるように、それぞれ必要な追加額を支払う。ただし、以下の場合にお

いては、本社債または利札に関してかかる追加額は支払われない。 

(a)  本社債または利札の所持以外に連合王国またはその他の関連法域と関係を有することを

理由として、本社債または利札に関する税金、賦課金その他の公租公課が課される本社債

または利札の所持人または当該所持人に代わる第三者に対する場合。 

(b)  本社債または利札を呈示する主支払代理人が満足する程度に、所持人が制定法上の要件

を満たすことにより、非居住者である旨の宣言もしくはその他類似の免除請求を関連課税

当局に行うことにより、元金もしくは利息の当該支払いを課税当局に通知（および/もし

くは当該課税当局に当該通知の証拠を提示）することにより、またはその他の支払代理人

の指定事務所において関連ある本社債もしくは利札を呈示することにより、かかる源泉徴

収または控除を回避することが不可能であることが証明されない場合。 

(c)  関連日（下記に定義される。）後 30 日を超える期間を経過した場合。ただし、その所持

人がかかる 30 日間の最終日に支払いのために呈示していたならば受領する権利を有して

いた追加額を除く。 

(d)  かかる源泉徴収または控除が個人への支払いに対して課されたものであり、また貯蓄収

入に関する 2000 年 11 月 26 日から同年 11 月 27 日に開催された経済相・蔵相理事会会議

の決定を実施する欧州理事会指令（European Council Directive）2003/48/EC もしくはい

ずれかの指令、かかる指令を実施もしくは遵守する法律、またはかかる指令を遵守するた

めに制定される法律に従って、かかる源泉徴収または控除がなされるよう要求される場合。 

(e)  本社債もしくは利札またはいずれかの一部の唯一の実質所有者でないまたは受託者もし

くはパートナーシップ（ただし、受託者に関する受益者もしくは設定者、実質所有者また

はパートナーシップの一員が、享受可能なまたは分配される支払いを直接受ける場合には、

当該受益者、設定者、実質所有者または一員が追加額の支払いを受ける権利を有していな

い範囲を限度とする。）である所持人または当該所持人に代わる第三者に対する場合。 

本書における「関連日」とは、かかる支払いに関して支払期日が最初に到来する日、ただし主

支払代理人がかかる支払期日以前に支払われるべき金額の全額を受領しなかった場合は、下記

「10. 通知」に従いかかる金額の全額が受領された旨の通知が関連ある所持人に対してなされた

日、をいう。 

発行体が、税務上連合王国以外の居住者となった場合においては、本項における連合王国への

言及は連合王国および/またはかかる税管轄地への言及であると解釈される。 
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本書において、関連ある本社債の元金、利息または元利金とは、適宜以下を含むものとみなさ

れる。 

(ⅰ) 本「８. 課税上の取扱い」に基づいて支払われるべき追加額、 

(ⅱ) 関連ある本社債について満期償還日に支払われるべき額面金額、 

(ⅲ) 関連ある本社債について満期償還日より前に償還により支払われるべき額面金額、およ

び 

(ⅳ) 関連ある本社債に基づいてまたはそれに関連して支払われ得る額面超過金またはその他

の金額。 

日本国の租税 

以下は主に本社債に関する日本国の租税上の取扱いの概略を述べたにすぎず、本社債に投資し

ようとする投資家は、各投資家の状況に応じて、本社債に投資することによるリスクや本社債に

投資することが適当か否かについて各自の会計・税務顧問に相談することが望ましい。 

本社債に投資した場合の日本国における課税上の取扱いは現在以下のとおりである。 

将来、日本の税務当局が支払が不確定である社債に関する取扱いを新たに取り決めたり、ある

いは日本の税務当局が日本の税法について異なる解釈をしたりした場合、本社債に対して投資し

た者の課税上の取扱いが、本書に述べるものと著しく異なる可能性がある。 

本社債の利息は、一般的に利息として取扱われるものと考えられる。日本国の居住者および内

国法人が支払を受ける本社債の利息は、それが租税特別措置法第３条の３第１項に定める国内に

おける支払の取扱者を通じて支払われる場合には、日本の税法上 20％（国税と地方税の合計）の

源泉税を課される。居住者である個人においては、当該源泉税の徴収により課税関係は終了する。

内国法人においては、当該利息は課税所得に含められ、日本国の所得に関する租税の課税対象と

なる。ただし、当該法人は当該源泉税額を、一定の制限の下で、日本国の所得に関する租税から

控除することができる。 

 本社債の償還により支払を受ける金額が本社債の取得価額を超える場合のその差額は、全く

疑義無しとはしないが、償還差益として取り扱われると考えられる。かつ、所得が日本国の居住

者たる個人に帰属する場合は雑所得として取り扱われ、総合課税の対象となる。当該償還差益が

日本国の内国法人に帰属する場合は、原則として、償還差益は課税所得に含められ、日本国の所

得に関する租税の課税対象となる。 

 日本国の居住者である個人投資家が本社債を譲渡することにより生じた譲渡益の取扱いにつ

いては明確ではないが、課税の対象とはならないと考えられる。内国法人が本社債を譲渡するこ

とにより生じた所得は、課税所得に含められ日本国の所得に関する租税の課税対象となる。 

 外国法人の発行する債券から生ずる利息および償還差益は、日本国に源泉のある所得として

取り扱われない。従って、本社債に係る利息および償還差益で、日本の非居住者および日本国に

恒久的施設を持たない外国法人に帰属するものは、通常日本国の所得に関する租税は課されない。

同様に、本社債の譲渡により生ずる所得で非居住者および日本国に恒久的施設を持たない外国法

人に帰属するものは、日本国の所得に関する租税は課されない。 
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９. 準拠法 

(a) 準拠法 

本社債および本社債から生じるもしくは本社債に関連するすべての事項は、英国法に準拠し、

それに従って解釈される。 

(b) 英国の裁判所 

英国の裁判所が本社債から生じるまたは本社債に関連する紛争を解決するための専属的管轄権

を有する。 

10. 通 知 

(1) 本社債権者に対する通知 

本社債または本社債に付された利札の所持人に対する通知はすべて、ロンドンで頒布されてい

る主要日刊新聞１紙（フィナンシャル・タイムズを予定）、またはかかる公告が実行不可能な場

合にはヨーロッパで一般に頒布されている英文の主要日刊新聞に公告された場合、有効となる。

かかる通知は、当該公告の日、または２紙以上で公告された場合には最初の公告の日（２紙以上

での公告が要求される場合には、要求されたすべての紙上において公告がなされた最初の日）に

なされたものとみなされる。 

大券の様式による本社債の場合、本社債または本社債に付された利札の所持人に対する通知は

すべて、ユーロクリアおよび/またはクリアストリーム・ルクセンブルクに対して、その各々の

帳簿に持分を有していると記されている者に通信を行うために交付された場合に有効となる。 

本社債に付された利札の所持人は、あらゆる目的において、本書に従って当該本社債権者に対

してなされた通知の内容を通知されたものとみなされる。 

(2) 本社債権者からの通知 

本社債権者からの通知は書面によるものとし、当該通知は、主支払代理人の指定事務所に関連

ある本社債と共に提出されることにより行われるものとする。 

11. その他 

(1) 本社債の様式、券面額および権利 

(a)  様式および券面 

本社債は無記名式で発行される（以下「無記名式社債」という。）。本社債は、恒久大券

に交換される仮大券により表章され、恒久大券は、恒久大券に規定された限られた状況下

でのみ確定社債券（以下「確定社債券」という。）に交換される。確定社債券には連続番

号が付される。 

本社債は、上記に示された額面金額で発行され、本社債の当初受渡し後は額面金額は変

更されない。 

確定社債券は、当初の交付時において利札が付され、一定の状況下における利払いにお

いて、その呈示が前提要件となる。 
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(b)  権 利 

本社債または利札の「所持人」という記載には、当該本社債または利札の持参人を含む。 

以下を条件として、本社債の権利は交付により移転する。法律により許可される範囲に

限り、発行会社および主支払代理人は、いずれかの本社債または利札の所持人を、そのた

めに支払いを受ける目的その他あらゆる目的のために、（支払期限が経過したか否かを問

わず、また、所有に関する通知もしくは所有に係る書面による通知、またはその過去の紛

失もしくは盗失の通知に関係なく）その完全な所有者とみなし、そのように取り扱うこと

ができる。 

本社債（またはその一部）が大券により表章されている限り、ユーロクリアおよび/ま

たはクリアストリーム・ルクセンブルクの帳簿において自身の証券口座の貸方に記入され

た本社債の特定の元金額をその時点で有する者は、発行および支払代理契約の条項（「本

社債権者」および本社債の「所持人」という表現ならびに関連表現はこれに従って解釈さ

れる。）に従い、かつ、これに服して、関連ある大券の持参人にのみ（発行会社に対す

る）その権利が付与される当該本社債の元利金の支払い以外のすべての目的において、本

社債の当該元金額に関して本社債権者として取り扱われるものとする。大券により表章さ

れた本社債は、ユーロクリアおよび/またはクリアストリーム・ルクセンブルク（場合に

よる。）のその時点における規程および手続きにのみ従って譲渡可能となる。本社債にお

ける本社債権者の持分を反映した関連ある振替機関の帳簿は、大券により表章された本社

債の額面金額の確定証拠となる。 

(c)  TEFRA D に従って発行される無記名式社債 

TEFRA D に従って発行される無記名式社債およびその利札には、以下が記載される。 

「本社債を保有する米国人は、米国所得税法に基づく制限（内国歳入法第 165 条(j)お

よび第 1287 条(a)に規定された制限を含む。）に服する。 

(2) 時 効 

本社債および利札は、本社債についてはその関連日から 10 年以内、利札についてはその関連

日から５年以内に支払いのために呈示されない場合には、無効となる。本社債または利札に関し

て元金または利息の支払いのために発行会社から主支払代理人に対して支払われ、かつ、当該本

社債または利札が無効となった時点で未請求の金員は、発行会社に返還され、それに関する主支

払代理人の債務はそれにより終了する。 

(3) 本社債の代替社債券 

本社債または利札を紛失、盗失、汚損、毀損または滅失した場合、請求者が再発行に関して発

生する費用を支払い、かつ、発行会社が要求する証拠および補償を満たした場合に、発行代理人

の指定事務所において、かかる本社債または利札は再発行されうる。汚損または毀損した本社債

または利札は、再発行される前に提出されなければならない。 

(4) 追加発行 

発行会社は、随時その自由裁量で、本社債権者または当該本社債に付される利札の同意なく、
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本社債とすべての点において（または関連ある最終条件書に記載された事項を除くすべての点に

おいて）同順位の社債を追加で起債・発行し、かかる社債をその時点で未償還の本社債と併せて

単一のシリーズを構成する。 

(5) 第三者の権利 

いかなる者も、1999 年（第三者の権利に関する）契約法に基づき本社債の条項を強制する権利

を有さない。 

(6) 売出有価証券に関するリスク要因およびその他の留意点 

投資家は、とりわけ、以下を参照されたい。 

一般 

本社債への投資は、一定のリスクを伴う行為である。本社債の価値は、実勢金利、類似証券の

市場、一般的な経済状況および発行会社の財政状態により左右され、上下動する。本社債は、そ

れに含まれるリスクを理解するために必要な経験と知識を有する投資家のみに投資されることを

意図している。本社債を取得しようと検討している投資家は、本社債にかかる取引に関するリス

クを理解し、かつ、各自個別の状況（自身の財政状態と投資目的を含むがこれらに限らない。）

ならびに本書に記載された情報を鑑みて本社債が適切であるかを自身の財務、法律、規制、税務、

会計その他の顧問と十分検討した上で投資判断を下すべきである。 

 本社債の購入者が本社債を理解し、かつ、本社債の投資に関して独自の決断を下すことができ

るか否かに関係なく、本社債を購入することにより、当該購入者は、発行会社およびディーラー

としてのエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー（以下「ディーラー」という。）に対して、

本社債固有の複雑性およびリスクが購入者の目的および財政状態ならびに（適用ある場合には）

その事業の規模、性質および状況（かかる情報が発行会社またはディーラーに開示されているか

を問わない。）に適したものである旨を黙示的に表明および保証するものとし、また、発行会社

およびディーラーはその旨を当然として前提とすることができる。 

為替変動リスク 

本社債の円貨建ての価値は、為替相場（円貨と豪ドルの交換比率）の変化の影響を受ける。す

なわち、為替相場が円高の状況では本社債を円貨換算した価値は下落し、逆に円安の状況では本

社債を円貨換算した価値は上昇する。したがって、売却時あるいは償還時の為替相場の状況によ

っては、円貨ベースで投資元本を下回るおそれがある。 

税制上の理由による償還 

発行会社は、本社債につき一定の税額相当分の加算額の支払いを要求される場合には、本社債

をすべて償還することができる。かかる償還において発行会社が支払う金額は、発行会社がその

単独かつ絶対的裁量により決定する金額とし、本社債の投資金額を下回る可能性がある。 

本社債に関し活発な取引市場や流通市場による流動性が存しない可能性がある 

本社債は新しく発行されており、広く分売されない可能性があるため、活発な取引市場がない。

本社債が当初の発行後に売却される場合、特に実勢金利、類似証券の市場、一般的な経済状況、

発行会社が支払った手数料および発行会社の財政状態によっては、当初の募集価格よりも低い価

格で取引される可能性がある。 
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本社債の取引市場が発達するか、発達した場合の流通市場における本社債の価格、かかる市場

が流動性を有するか否かについては、予測することができない。本社債は上場されていないため、

本社債の価格に関する情報を取得するのは困難であり、本社債の流動性は悪影響を受ける。さら

に、本社債が償還、買入れまたは消却された場合、未償還の本社債の数は減少し、本社債の流動

性の減少の原因となる。本社債の流動性の減少は、本社債の価格の変動率の上昇を生じさせる可

能性がある。本社債の流動的な流通市場がない場合、投資家は、その投資価値を現実化するため

には、本社債の償還時まで待たなければならない可能性がある。 

発行会社および発行会社と直接的または間接的に関係を有するいずれかの者の各々は、公開市

場その他において、随時いかなる価格でも本社債を買入れることができる。かかる本社債は、保

有、再発行、再販売、または発行会社の選択により消却されうる。 

市場リスク 

政治および経済環境、業務状況、投資家の心理および確信等を含む複数の要因が本社債の価格

に影響をあたえる。 

インフレ・リスク 

インフレの影響により、本社債の実際の収益が減少する可能性がある。 

信用リスク 

本社債の購入を予定している者または本社債に投資を予定している者は、発行会社のかかるリ

スクを引き受ける。発行会社の格付けは、関連ある格付機関の独立した意見を反映しているが、

発行会社の信用度を保証するものではない。 

税務上の取扱い 

本社債にかかる取引には、本社債の購入を予定する者において、当該購入予定者の状況と譲渡

税や登録税に関する法律から特に影響を受ける租税効果が生じる可能性がある。発行会社および

ディーラーは、本社債の取得、保有もしくは処分または本社債にかかるその他の取引による、い

ずれかの者の租税効果について、なんら表明を行うものではない。かかる事項または本社債にか

かるその他の租税問題について確信を持てない購入予定者は、各自の税務顧問に相談し、依拠す

べきである。 

日本の税務当局は本社債についての日本の課税上の取扱いについて明確にしていない。上記

「８. 課税上の取扱い、日本国の租税」の項を参照のこと。なお、将来、日本の税務当局が現状

の取扱いとは異なる新たな取扱いを決めたり、異なる解釈を行う可能性がある。本社債に投資し

ようとする投資家は、各投資家の状況に応じて、本社債に投資することによるリスクや本社債に

投資することが適当か否かについて各自の会計・税務顧問に相談することが望ましい。 

振替システム 

仮大券または恒久大券が、ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルグによってま

たはそれに代理して保有されるため、投資家は譲渡、支払いおよび本社債における支払いを受け

るための発行会社との情報のやりとりに関し、ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセン

ブルグの手続きに依拠しなければならない。 

本プログラムによって発行された無記名式社債は、仮大券または恒久大券によって表章され得

る。かかる大券は、ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルグを代理して共通預託
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銀行に預託される。大券に記載された状況を除き、投資家は確定社債券を保有することができな

い。ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルグは、大券の持ち分についての記録を

行う。本社債が大券によって表章されている間は、投資家は、その大券に対する持ち分をユーロ

クリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルグを通してのみ取引することができる。 

本社債が大券によって表章されている間は、発行会社は、本社債に係る支払義務については、

(i) ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルグの代理人として行為する共通サービ

ス提供者または(ii) ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルグの共通預託銀行に

対して、支払いを行うことによって履行される。 

発行会社は、大券の持ち分に関する記録やそれに対する支払いの記録を行う責任や義務を負わ

ない。本社債権者は、本社債に関し直接の議決権を有せず、代わりに、ユーロクリアおよびクリ

アストリーム・ルクセンブルグによって許される範囲で適切な代理人を任命することができる。 

修正、権利放棄および承継 

本社債は、社債権者の利益全般に影響を与える項目について検討するために社債権者集会を招

集するための要項を含む。かかる要項は、多数決によりすべての社債権者を、その者が社債権者

集会に欠席した場合または多数票とは逆の投票をした場合であっても、拘束することを認めてい

る。 

さらに、本社債の要項の修正は、発行会社が本社債権者の利益の重要な毀損とはならないと判

断する場合および要項が関連するタームシートと整合しない場合には、本社債権者の同意なく行

われ得る。 

本社債は、発行会社の保証を条件として、発行会社の関連会社に発行会社がその主債務者とし

ての地位を承継させることを認めている。 

法の変更 

本社債の要項は、基本目論見書の作成日における英国法に基づいている。基本目論見書の作成

日以後の司法判断または英国法もしくは行政手続きの変更については何らの保証もない。 

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】 
 

該当事項なし。 

 

第二部【公開買付けに関する情報】 
 

該当事項なし。 
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第三部【参照情報】 
 

第１【参照書類】 
 

会社の概況および事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以

下に掲げる書類を参照すること。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 2010 年度（自平成 22 年１月１日 至平成 22 年 12 月 31 日） 

平成 23 年５月 10 日に関東財務局長に提出 

 

２【四半期報告書又は半期報告書】 

半期報告書（自平成 23 年１月１日 至平成 23 年６月 30 日） 

平成 23 年８月 24 日に関東財務局長に提出 

 

３【臨時報告書】 

該当事項なし。 

 

４【訂正報告書】 

訂正報告書（上記２記載の半期報告書の訂正報告書） 

平成 23 年 10 月７日に関東財務局に提出 

 

第２【参照書類の補完情報】 
  

 上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書および半期報告書（その後の訂正を含む。）（以下

「有価証券報告書等」という。）の「事業等のリスク」に記載された事項について、当該有価証券報

告書等の提出日以後、本発行登録追補書類提出日（平成23年10月14日）までの間において変更その他

の事由はない。 

 上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されているが、本発

行登録追補書類提出日現在、当該事項に係る発行会社の判断に重要な変更はない。 

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】 
  

該当事項なし。 
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第四部【保証会社等の情報】 
 

該当事項なし。 
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「発行登録」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 
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「発行登録」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 

 

 

会社名  エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー 

代表者の役職氏名  会社秘書役 ジョン・ヒューム・マッケンジー 

          副秘書役  ロバート・ヒュー・マスグローヴ 

 

 

１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出している。 

 

２ 当社は、本邦において発行登録書の提出日（平成 22 年６月 29 日）以前５年間にその募集

又は売出しに係る有価証券届出書又は発行登録追補書類を提出することにより発行し、又

は交付された社債券の券面総額又は振替社債の総額が 100 億円以上である。 

 

（参考） 

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー第１回円貨社債（2009） 

（平成 21年９月 29日発行） 

券面総額又は振替社債の総額    898 億円 
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

 

１ 事業内容の概要 

 

当行グループは銀行業務および関連金融サービスを幅広く提供している。当行グループは事業を、

英国リテール、欧州大陸リテール、グローバル・バンキング・アンド・マーケッツおよびプライベ

ート・バンキングの事業部門に分割している。 

2010年12月31日現在、当行は連合王国に1,311支店、マン島およびチャネル諸島に14支店を開設

しているほか、ベルギー、チェコ共和国、フランス、ギリシャ、香港特別行政区、アイルランド、

イスラエル、イタリア、オランダ、スロバキアおよびスペインにも支店を置いている。 

当行の子会社は、アルメニア、チャネル諸島、チェコ共和国、フランス、グルジア、ドイツ、ギ

リシャ、香港特別行政区、ハンガリー、アイルランド、カザフスタン、ルクセンブルグ、マルタ、

モナコ、シンガポール、ポーランド、ロシア、南アフリカ、スロバキア、スイスおよびトルコに銀

行、支店および事務所を置いている。 

2010年12月31日現在、当行グループの資産合計は798,494百万ポンド、顧客に対する貸付金は

285,218百万ポンド、銀行に対する貸付金は57,027百万ポンド、顧客からの預金は344,123百万ポン

ド、銀行からの預金は48,287百万ポンド、資本合計は32,357百万ポンドであった。2010年12月31日

に終了した年度において、当行グループの営業利益は4,006百万ポンドであり、営業収益合計は

18,099百万ポンドであった。 

 

英国リテール 

英国リテールは、個人向け金融サービスおよびコマーシャル・バンキングという２つの顧客グル

ープで構成されている。英国個人向け金融サービスは、HSBC、ファースト・ダイレクト（first 

direct）、マークス・アンド・スペンサー・マネー（Marks & Spencer Money）およびパートナーシ

ップ・カードTM（partnership cardTM）を含む様々なブランドを様々な販売チャネルを通じて、当

座預金、貯蓄預金、個人向け貸付、住宅ローン、カード、フィナンシャル・プラニングのほか、生

命保険および損害保険を英国の個人顧客に提供している。英国コマーシャル・バンキングは、個人

事業主から上場企業までを含む営利団体に幅広い商品とサービスを提供している。この中には、当

座預金および貯蓄預金、決済、エレクトロニック・バンキング、貿易金融、貸付、当座貸越、アセ

ット・ファイナンス、外国為替商品ならびにその他のトレジャリー商品およびキャピタル・マーケ

ット商品、ウェルス・マネジメント・サービス、ならびに損害保険が含まれている。 

 

欧州大陸リテール 

欧州大陸リテールは、個人向け金融サービスとコマーシャル・バンキングという２つの顧客グル

ープで構成されており、欧州大陸における現地または駐在の個人顧客および商業顧客に対して、総

合的なリテール金融サービスを提供している。欧州大陸リテールは、主にフランス、トルコ、マル

タおよびドイツで業務を行っている。 
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グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ 

グローバル・バンキング・アンド・マーケッツは、世界中の主要な政府、企業および機関投資家

に対して、顧客のニーズに応じた金融ソリューションを提供している。当該事業は、グローバル・

マーケッツ、グローバル・バンキング、プリンシパル・インベストメンツおよびHSBCグローバル・

アセット・マネジメントという４つの主要な事業部門で管理されている。こうしたストラクチャー

により、当行グループはその活動範囲に最適な取引先との関係やセクターに焦点を当てることが可

能となり、HSBCの商品およびサービスを安定的に顧客に提供することができる。 

 

2011年３月１日から、アセット・マネジメント事業は、グローバル・バンキング・アンド・マー

ケッツから英国リテールおよび欧州大陸リテールの両セグメントに所属するパーソナル・ファイナ

ンシャル・サービスへ移管され、「パーソナル・ファイナンシャル・サービス」という名称は、「リ

テール・バンキング・アンド・ウェルス・マネジメント」に変更された。 

 

プライベート・バンキング 

プライベート・バンキングは、HSBCプライベート・バンキング・ホールディングス（スイス）エ

スエーおよびその子会社が提供する業務である。プライベート・バンキングは、融資、オルタナテ

ィブ投資、相続計画（エステート・プランニング）および投資に関する助言などの分野において優

れた商品とサービスを提供することによって、個人富裕層およびその家族に対し複雑な国際的金融

ニーズを満たすための支援を行っている。 

 

その他 

上記の事業部門と直接関係のない活動または取引がその他の部門に計上されている。その他に計

上されている項目には、一定の不動産業務、未配分の投資活動、自己負債の公正価値の変動、およ

び資金調達業務が含まれている。 
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当行の主要な子会社   

2010 年 12 月 31 日現在 

 

 設立国または登録国  

株式資本における

当行の持分 

（％） 

HSBCフランス フランス  99.99 

HSBCアセット・ファイナンス（英国）リミテッド 英国  100.00 

HSBCバンク・エーエス トルコ  100.00 

HSBCバンク・インターナショナル・リミテッド ジャージー島  100.00 

HSBCバンク・マルタ・ピーエルシー マルタ  70.03 

HSBCインボイス・ファイナンス（英国）リミテッド 英国  100.00 

HSBCライフ（英国）リミテッド 英国  100.00 

HSBCプライベート・バンク（C.I.）リミテッド ガーンジー島  99.87 

HSBCプライベート・バンク（スイス）エスエー スイス  100.00 

HSBCプライベート・バンク（英国）リミテッド 英国  100.00 

HSBCトリンカウス・アンド・ブルクハルト・アーゲー ドイツ  80.40 

HSBCトラスト・カンパニー（英国）リミテッド 英国  100.00 

マークス・アンド・スペンサー・リテール・フィナン

シャル・サービシズ・ホールディングス・リミテッド 英国  100.00 
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チャート 

      HSBC バンク・ピーエルシー     

            

100％        100％    

 99.99％     HSBC ジャーマニー・

ホールディングス・

ゲーエムベーハー 

  

HSBC フランス 

 

HSBC ヨーロッパ・ビー

ブイ    

80.40％            

 100％       HSBC トリンカウス・

アンド・ブルクハル

ト・アーゲー 

  

HSBC バンク・エー

エス       

            

   100％    70.03％ 

    

HSBC アセット・フ

ァイナンス（英国）

リミテッド 

    

HSBC バンク・マル

タ・ピーエルシー

            

   100％    100％ 

    

HSBC ライフ（英

国）リミテッド     

HSBC バンク・イン

ターナショナル・

リミテッド 

        100％    

   100％     

    

マークス・アンド・

スペンサー・リテー

ル・フィナンシャ

ル・サービシズ・ホ

ールディングス・リ

ミテッド 

 

HSBC プライベート・バ

ンキング・ホールディ

ングス（スイス）エス

エー 

   

            

100％    

 

HSBC インボイス・

ファイナンス（英

国）リミテッド 

      

            

100％    

 

HSBC トラスト・カ

ンパニー（英国）リ

ミテッド 

      

            

 100％    100％   99.87％    

      HSBC プライベート・

バンク（スイス）エ

スエー 

  

HSBC プライベー

ト・バンク（英国）

リミテッド 

 

HSBC プライベート・バ

ンク（C.I.）リミテッ

ド 
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２ 主要な経営指標等の推移 

 

財務ハイライト 

 

単位 百万ポンド 

      

 
2010年 2009年 2008年 2007年 

(修正再表示) 

 2006年 

年間      

税引前当期純利益 4,011 4,014 4,366 4,063 3,796

営業収益合計 18,099 19,102 16,175 14,474 11,709

正味営業収益 

（貸倒損失およびその他の

信用リスク引当金控除前） 

15,076 15,562 14,340 12,800 11,618

  

親会社株主に帰属する利益 2,959 3,092 3,441 3,209 2,722

期末  

親会社の株主資本 31,825 27,787 19,923 24,423 20,399

リスク加重資産 201,720 203,281 257,883 223,871 190,860

顧客に対する貸付金 

（貸倒損失引当金控除後） 
285,218 274,659 298,304 227,687 200,416

顧客からの預金 344,123 332,896 369,880 268,269 227,350

自己資本比率（％）  

中核的Tier 1資本1 10.5 10.2 5.9 該当無し 該当無し

Tier 1資本比率 11.4 11.2 6.8 7.5 7.5

総資本比率 16.1 15.7 10.5 10.8 11.2

業績レシオ（％）  

平均投下資本利益率 

（基礎的数値）2 
8.7 9.2 7.8 12.9 13.1

親会社の平均投下資本 

（株主資本）利益率3 
9.9 13.2 14.5 14.5 13.6

平均資産合計税引後利益率 0.3 0.4 0.5 該当無し 該当無し

平均リスク加重資産 

税引後利益率 
1.5 1.4 1.5 該当無し 該当無し

クレジット・カバレッジ・

レシオ（％） 
 

営業収益合計に対する 9.0 13.7 10.6 7.2 8.0
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貸倒損失の比率 

顧客に対する平均貸付総額

に対する貸倒損失の比率 
0.7 1.1 0.7 0.6 0.6

期末時点の貸倒損失に対す

る引当金残高総額の比率 
52.8 55.1 68.0 60.7 63.7

効率性比率および 

収益構成比率（％） 
 

費用効果比率4 60.5 52.7 56.6 60.5 58.9

営業収益合計に対する比率  

－正味受取利息 42.5 42.4 35.2 26.6 35.8

－正味受取手数料 22.3 21.3 24.5 28.9 32.0

－トレーディング純収益 11.7 13.7 18.3 24.1 22.4

財務比率（％）  

顧客の預金に対する 

顧客への貸付金の比率 
82.9 82.5 80.6 84.9 88.2

平均資産合計に対する 

平均株主資本の比率 
3.4 2.7 3.0 4.3 4.5

 

１ 英国金融サービス機構が2009年５月に中核的Tier１資本の定義を変更した結果、2008年の自己資本比率の計算

は2009年および2010年の自己資本比率の計算と異なっている。2008年以前、HSBCの自己資本比率は、バーゼル

Ⅱの下で公表されていた中核的Tier１資本と比較する方法がないバーゼルⅠの基準で計算されていた。 

２ 平均投下資本利益率は事業であげた収益を測定するもので、経営陣は競合他社を基準にHSBCを評価することが

できる。この比率は、親会社の株主に帰属する利益を平均投下資本で除したものと定義されている。平均投下

資本は、以下の計算を行った後の平均株主資本合計として測定されている： 

・IFRSに移行する前に償却されたか、またはIFRSへ移行した後に償却された営業権の平均残高を引当金に直接

加算（2008年に売却されたフランス地方銀行に関しては売却前に償却された営業権を控除）； 

・HSBCが自社使用目的で保有する財産に関する再評価剰余金の平均残高を減額。この引当金はIFRS移行時に当

該財産のみなしキャリング・コストを決定する際に積み立てられ、財産の売却に伴い長期にわたって減額され

る； 

・HSBCバンク・ピーエルシーが発行した優先株式およびその他の株式商品の平均残高を控除（HSBCバンク・ピ

ーエルシーの平成23年５月10日提出の有価証券報告書の「第６ 経理の状況 － １ 財務書類 － （１）

2010年12月31日終了事業年度財務書類 － 財務諸表注記」の注記36「払込済株式資本およびその他持分商

品」で定義されている）；ならびに 

・有効なキャッシュフロー・ヘッジ取引および売却可能な有価証券に関する未実現利益/（損失）に対する引当

金の平均を減額。 

３ 平均株主資本利益率は、親会社株主に帰属する利益を株主資本合計の平均で除したものと定義されている。 

４ 費用効果比率は、営業費用合計を正味営業収益（貸倒損失およびその他の信用リスク引当金控除前）で除した

ものと定義されている。 

財務ハイライトは、当行グループの組織変更による影響を５年間にわたって受けている。 

「該当無し」は、当該数値が未公表であることまたは利用できないことを意味する。 
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